
わが国の原価計算の現状と動向(3・完)
一一昭和61年の実態調査に基づいて一一一

田中嘉穂

8 業種，経営規模と原価計算

各社の事業活動をその種類や大きさで捉えることはよく行われており，
~ ~ 

、ー，、ー，

ではこれらの総括的な特性が，原価計算の在り方にどう係っているか，そもそ

も係わりがあるのかどうかを推察することとしたい。原価計算の実施態様，原

価計算のタイプ，原価計算の形態(総合原価計算と個別原価計算)などに対し

て，確認しうるほどの規則的な関連が見られるであろうか。

8-1 業種と原価計算

集計した製造業720社の日本標準産業分類による中分類の構成は，図表2の

通りである。業種分類そのものは多面性を総合判断したことによる結果であり，

統一的な分類基準を示しうる類のものではないであろうし，また項目数も 15項

目の多数に及んでいるから，この分類をそのまま適用しても，原価計算との明

白な関係を引出すことができないであろう。

製造業に対する統一的で明快な分類を見つけることは困難であるが，ここで

は，これまで生産方式を表す分類としてきた組立生産，機械的進行生産，化学

的進行生産を，業種区分に代わる簡潔な区分(6)として用いることにしたい。こ

(6) このような分類は，現状において，生産活動を品種，ログト，生産量などで比較的細分

化して行うのか，比較的一括して行うのか，その程度が緩やかに異なる分類であることを

分析で確かめている。化学的進行生産→機械的進行生産→組立生産となるにつれて，生産

活動は総じて細分化して行われる傾向にあるといえる。詳細は，三浦和夫，田中嘉穂，井

上信一「生産方式の原価管理の最近の動向一一昭和61年調査の概要一一ーJ~香川大学経済
学部研究年報2h昭和62年. 13-21ベージを参照していただきたい。
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図表21 各業種の工業技術的特性

25 50 75 100(%) 
11 精密機械器具製造業 了艇詰問可 A 。。懇譲襲警高磐線謀議機能h 哲堅持惨事 ゥ警告迂回 震雪組立生産

組立輸送用機械器具製造業 詰令拾 r 詰1:'~、謡掛 闇機械的進行生産
生電気機械器具製造業 wm封。t主主手 令 日草加令改時 r 講務事 x 溜 図化学的進行生産
産一般機械器具製造業 。、拘 一t 円山 、‘ 

国その他
" 金属製品製造業

'説令 v W:.ß7.e%?~r，，'%占 い ハ見字り軍

11 鉄鋼業

議開製造業 刀4手壬ラ
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17 4 プ紙・紙製品木材木製
品製造業

化11 窯業土石製品製造業
i'l/手予 /fi /fiノ 4手fシノ ラ予4学石油製品石炭製品製造業

的化学γ工業 ... 
11 その他の製造業

食料品製造業 -・・・・・・-・.......

衣:R&・その他の繊維工業 ................... 
[全体l ;1W~:WH 。。繊リ wm:&.W

の分類は，本来製造技術的な特性の違いを示すものであるが，見方を変えれば，

製造技術の違いに注目した業種分類だともいえよう。ちなみに，このような技

術的特性の分類と上掲中分類との関連をうかがうと，図表21のようである。

そこでは，-精密機械器具製造業j，，-輸送用機械器具製造業j，，-電気機械器具

製造業j，，-一般機械器具製造業j，，-金属製品製造業」は，おおむね組立生産方

式であり，-鉄鋼業j，，-非鉄金属製造業j，，-繊維工業j，，-パルプ・紙・紙製品・

木材・木製品製造業」はだいたい機械的進行生産が中心である。「窯業・土石製

品製造業」は機械的進行生産と化学的進行生産の両者が混在した中間的な業種

と見られ，-石油製品・石炭製品製造業j，，-化学工業」は，ほぼ化学的進行生産

である。「その他の製造業j，，-食料品製造業j，，-衣服・その他の繊維工業」は，

いずれの技術的特性であるか特定するのがやや難しく，生産技術的な特性があ

いまいである。ここでは，このような背景を念頭において原価計算の実施状況

をうかがうこととしたい。

まず原価計算の実施態様を，それぞれの特性別にうかがうと，図表 22のよう

である。

① 図表 22のグラフ(1)において，制度としての原価計算と制度外の原価計算
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389 わが国の原価計算の現状と動向(3・完〕 -59ー

の普及率の状況を，各特性別にうかがっても，それほど大きな違いはない。

特に原価計算制度はどの生産方式でもほぼ一律に 96%前後であって，原価

計算の制度化は技術的な生産方式の違いの影響をほとんど受けず，どの方

式においてもよく利用されている。

② グラフ(2)において，この状況をもう少し詳しくうかがっても，原価計算

を会計制度内で全般的に行う経営はほぼ一律に 92%強，制度内で部分的に

行う経営は 22%弱，制度外で全般的に行う経営は 21%弱，制度外で部分的

に行う経営は 30%強のほぼ閉じレベルで，計算の実施態様は技術的生産方

式の影響をあまり受けないようである。

図表22 原価計算の技術的特性別の実施態様

函辺元~竺f 組立生産 機進行械生産的 化進行学生的産 その他 全 体

dZミ'-
会計制度内で全般的に行 277 162 162 63 664 
っている (905) (93 6) (93 6) (92 6) (92 2) 

実

百制十
会計制度内で部分的に行 75 35 35 13 158 

度内
っている (24 5) (20 2) (20 2) (19 1) (21 9) 
"'-.."司司-------_.ー_.--・・._------..司.-------ーー・----司ーーーーーー ーー・-----司・ー-ー -・ーー・・・・・・---ー-ーー・・・・・・--ー，

施 で 制度内で実施
292 166 166 66 690 

し
(95 4) (96 0) (96 0) (97 1) (958) 

会計制度外で全般的に行 57 39 40 14 150 
て
制l計~ 悔 っている (18 6) (22 5) (23 1) (20 6) (20 8) 

L 、 会計制度外で部分的に行 81 62 54 20 217 

度外
っている (265) (358) (31 2) (294) (30 1) 

る -ーー._--・ーー・・・・・・'・ーーーーーーー・・・・・・.-_.--自国畠値・ー・・----ーーーーーー-ーー -----_.-ー-ー-ー -・・----------ーーーー・---------

で 制度外で実施
131 89 85 29 334 
(42 8) (51 4) (49.1) (42 6) (464) 

制度内・外で実施
301 170 170 66 707 
(984) (983) (98.3) (97..1) (98 2) 

在現 目下採用研究中である
1 。 。 。 l 
( 0 3) ( 0 1) 

施実 今後も採用する予定はない
。 。 。 。 。

-----ー.".-司・・ーーーー・・・・・・・，ーーーー値ー・・・・・・・ .----曲ー・・・・・・ 司ーーーーー・ー・・・・・ ---_..ーーー・ー・・--------司ー--- -・・・・・・・ F晶司ーーー

せ
原価計算を実施せず

1 。 。 。 l 
ず ( 0 3) ( 0 1) 

不明・無記入
4 3 3 2 12 
( 1 3) ( 1 7) ( 1 7) ( 2 9) ( 1 7) 

ぷ仁込コ 計
306 173 173 68 720 
(100) (100) (100) (100) (100) 
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第61巻第3号

原価計算の技術的特性別の実施態様(1 ) 

。制度内て安施 実施せず 不明・無記入

原価計算の技術的特性別の実施態様 (2)

60 

口[全体]

図その他

390 

固化学的進行生産

闘機械的進行生産

圏組立生産

口[全体]

図その他

図化学的進行生産

国機械的進行生産

圏組立生産

さらに，各原価計算タイプの適用に対する技術的特性の影響はどうであろう

か。図表23-27によってその影響をうかがうと，

① やはり図表23においてもそれほど明快な関連はうかがえない。ただ，標

準全部原価計算では，組立生産→機械的進行生産→化学的進行生産となる
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i
 
ιu 

図表23 原価計算タイプの技術的特性別の実施状況

ι戸デーゴ竺特性 組立生産 機進行械生産的 化行学生的 その他 全 体進産

187 113 117 45 462 
実際全部原価計算 (61 1) (65 3) (67 6) (66 2) (642) 

ぷz込x 143 68 48 29 288 
標準全部原価計算 (46 7) (39 3) (27 7) (42 6) (40 0) llt 

情。 55 25 42 16 138 
実際直接原価計算 (180) (14 5) (24 3) (23 5) (19 2) 

度
42 27 33 9 111 内 標準直接原価計算
(13 7) (156) (19 1) (13 2) (15 4) 

で ----ー・ーーーー-ー.---------・---ーー.ーーーー・ー--骨骨 ーーーーー岨・・・・"‘ー ーー・----.ーーーー・--ーーーーーーーー・ー・------・------"・-------・.
292 166 166 66 690 

制度内で実施 (954) (96 0) (96 0) (971) (958) 

13 11 14 5 43 実際全部原価計算 ( 4 2) ( 64) ( 8 1) ( 7 4) ( 6 0) 
え;n為Z 

31 32 36 11 110 標準全部原価計算
(10 1) (18 5) (20.8) (162) (15 3) 

告1 70 43 40 14 167 
実際直接原価計算 (22 9) (24 9) (23 1) (20 6) (23 2) 度

60 47 40 18 165 外 標準直接原価計算 (19 6) (272) (23 1) (265) (22 9) 
で

----ー---------_.回ーー・曲------甲薗曲・ー・・・・骨骨ーーー--------・ー・. -----自由・-----.----.・値・・・・・.-唱司ーーーー----司ーー--・・・・・ー--
131 89 85 29 334 

制度外で実施 (428) (51 4) (491) (426) (46 4) 

200 124 131 50 505 
実際全部原価計算 (654) c7l 7) (75 7) (735) (70 1) 

会計 174 100 84 40 398 標準全部原価計算 (56 9) (57 8) (486) (58 8) (55 3) 

制度内 125 68 82 30 305 実際直接原価計算 (408) (393) (47 4) (44 1) (424) . 
102 74 73 27 276 

外 標準直接原価計算 (33 3) (42 8) (42 2) (39 7) (38 3) 
で

------ーーー----・・・ー--幽ーーー・・-----.曲ー・------，---ー・-------- ー・・・・軍司白ー・・・・ーーー・・---ー司ーーーーー・-----ーーー・・・p・ーー白幽幽---
301 170 170 66 707 

制度内・外で実施 (98 4) (98 3) (98.3) (97 1) (98..2) 

l 。 。 。 1 
原価計算を実施せず ( 0 3) ( 0 1) 

4 3 3 2 12 
不明・無記入 ( 1 3) ( 1 7) ( 1 7) ( 2 9) ( 1 7) 

306 173 173 68 720 
全 体 (00) (100) (100) (100) (100) 
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につれて計算制度の普及率が次第に低くなり，逆に，制度外の計算の普及

率が相対的に高くなるようであるが，なぜ、標準全部原価計算についてのみ，

このような関連があるのか，読取りが難しい。

② 原価計算を行う会社のみについて見た制度化率を，各原価計算タイプ毎

に見ると，図表24-27のようである。当然、，標準全部原価計算では，制度

(%) 

100 

80 

(%) 
100 

80 

60 

40 

制度としての原価計算タイプの技術的特性別実施状況(1 ) 

実際全部原価計事 標準全部原価生産 実際夜桜原価計曹 標準直接原価計事

口[全体〕

図その他

固化学的進行生産

闘機械的進行生産

閣組立生産

制度外の原価計算タイプの技術的特性別実施状況 (2) 

口[全体〕

図その他

図化学的進行生産

国機械的進出産

露組立生産
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393 わが国の原価計算の現状と動向(3・完) -63-

制度内・外の原価計算タイプの技術的特性別実施状況(3) 

(%) 
100 

80 

実際全部原価計算 機準全部原価計算 案際直接原価計J 標準直接原価計算

口[全体〕

図その他

図化学的進行生産

国機械的進行生産

関組立生産

化率が組立生産→機械的進行生産→化学的進行生産となるにつれて下がる

こととなるが，他の原価計算タイプでは，これほどはっきりした傾向はう

かがえない。

総じて，各原価計算タイプにおいて，各業種の一般的な規則的影響があると

はいえないようである。標準全部原価計算においてのみ，制度化率について上

記の傾向がうかがえるが，この部分にだけ特別の意味を見出すのは難しいと思

われる。

それで、は，個別原価計算と総合原価計算とを区別する原価計算形態への影響

はどうであろうか。その状況を図表 28でうかがし、たい。ここでは，原価計算を

特に製品原価の計算形態の違いという面に注目し，単純総合原価計算，等級別

原価計算・連産品原価計算，組別総合原価計算，個別原価計算と総合原価計算

の併用，個別原価計算とに区別して，その採用状況をうかがっている。等級別

原価計算・連産品原価計算は，概ね総合原価計算に対して適用されるものと見

て，総合原価計算に含めている。同じ製造活動であれば，ほぼ上記のJI贋で計算

手続きは複雑化すると見ることができょう。図表28によると，

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



-64- 第61巻第3号 394 

図表24 実際全部原価計算の技術的特性別の実施態様

突際全一部ー原ー価一計一算一のー実一施一態様 ~技~術1的1特¥¥性 組立生産 機進行械生的産 化進行学生的産

ぷZミ込

実 計制

施 度内

し で

て

L 、

許制罪る
lで

ぷ口〉、

会計制度内で全般的に行 173 101 113 
っている (86 5) (81 5) (86 3) 

会計制度内で部分的に行 14 12 4 
っている ( 7 0) ( 9 7) ( 3 1) 
・ーーーーーー・---ーー・骨---・・・・ーーーー ー司....・・・・・ー.ーーーーーーーー-ーーー.

制度内で実施
187 113 117 
(935) (91 1) (893) 

会計制度外で全般的に行 5 3 5 
っている ( 2 5) ( 2 4) ( 38) 

会計制度外で部分的に行 8 8 9 
っている ( 4 0) ( 65) ( 6 9) 
ーーーーーーーーーー----咽----------・・・・・岨・ -ーーー------ー司甲ーー----------値 -.---.ー---・・・・

制度外で実施 13 11 14 
( 6 5) ( 8 9) 00 7) 

計
200 124 131 
(100) (100) (100) 

実際会部原価計算の技術的特性別実施態様

(%) 
100 

80 

60 

40 

20 

組立生産 機械的逆行生産 化学的進行生産 その他 〔全体〕

その他 実原際価全計部算

43 430 
く860) (85 1) 

2 32 
( 40) ( 6 3) 
-・・----------.-----------・.

45 462 
(90 0) (91 5) 

4 17 
( 8 0) ( 3 4) 

26 
( 2 0) ( 5 1) 
-・・・・・・・ーー出自由 ，ー・ーーーーーーー-_."'

5 43 
(10 0) ( 85) 

50 505 
(100) (100) 

図合計制度外で部分的に

口合計制度外で全般的に

圏全計制皮肉で部分的に

圏全計制度内で全般的に
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図表25 標準全部原価計算の技術的特性別の実施態様

制-Z同石p嬰ET性 組立生産 機械産的進行生
化進行学生産的 その他 標原価準全計部算

~ 

実
制計

施 度内

し
で

て

制メ百ヱ主T 三三

る
度外

で

l仁h1 

会計制度内で全般的に行 102 53 32 21 208 
〉ている (58 6) (53 0) (38 1) (52 5) (52 3) 

会計制度内で部分的に行 41 15 16 8 80 
っている (23 6) cl5 0) 09 0) (20 0) (20 1) 
ー，‘.-._----_.・・・ーーーーーー-ーー・..・ーーー ・・・ー.. 曙・--------・.. ーーーー ーーーーーーー

制 度内で実施
143 68 48 29 288 
(82 2) (68 0) (57 1) (72 5) (72 4) 

会計制度外で全般的に行 12 12 19 6 49 
ってし、る ( 6 9) 02 0) (22 6) 05 0) 02 3) 

会計制度外で部分的に行 19 20 17 5 61 
っている 00 9) (20 0) (20 2) 02 5) 05 3) 
---.降'・ー・..ーー・----曲ーーーーーー------自国 ーー・・ーー・・・---- '咽伺'・・._------ ーー・・ a峰ーーー・ーーーー -ーー・ーー・・..ーーー・.

制 度外で実施
31 32 36 11 110 
cl7 8) (32 0) (42 9) (27 5) (27 6) 

5十 174 100 84 40 398 
(00) (00) (100) (100) (00) 

標準全部原価計算の技術的特性別実施態様

(%) 

20 

組立生産 機械的進行生産化学的進行生産 その他 〔全体〕

図合計制度外で部分的に

白全計制度外で全般的に

国会計制度内で部分的に

圏全計制度内で全般的に
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図表26 実際直接原価計算の技術的特性別の実施態様

実際直接一原価ー計ーー算一E一実施一態一様 1技術¥的¥特¥性 組立生産 機進行械生的産 化進行学生的産

会計制度内で全般的に行 36 17 33 

ぷ能3Z十斗X 。っている (28 8) (25 0) (40 2) 

実 会計制度内で部分的に行 19 8 9 

施 度内
っている cl5 2) 01 8) (ll 0) 
ー..・・ー."--・・ーーーーー----‘・ー...・.曲， ーーー・ーー...ーーー.ー---"ー・・ー---.- ----司匹伺."幽.白血圃圃

し で 制度内で実施 55 25 42 
(44 0) (36 8) (51 2) 

て
会計制度外で全般的に行

告制野

24 13 15 
し、 っている 09 2) 09..1) 08 3) 

る 会計制度外で部分的に行 46 30 25 
っている (368) (44 1) (30 5) 
ー・---_.----._--ー--.-・・ーー・ーーー，ー・. ーー...ーー...ー・.-ー...・・・・・・ーー -・.恒国司.・・・ーーー

で 制度外で実施
70 43 40 
(56 0) (632) (48 8) 

l口'- 計
125 68 82 
(100) (100) (100) 

-_..~-

実際直接原価計算の技術的特性別実施態様

(%) 

80 

60 

40 

20 

組宜生産 機滅的進行生産 化学的進行生産

その他 実原際価直計接算

15 101 
(50 0) (33 1) 

1 37 
( 3 3) 02 1) 

『降.・ーーーーー..・・・ー -ー...・白血ー司'・・ 4

16 138 
(53 3) (45 2) 

4 56 
(133) (184) 

10 111 
(33 3) (364) 

..・・・ーー胃...・・ ーー・・・・・ーー----・

14 167 
(46 7) (54 8) 

30 305 
(100) (100) 

図合計制度外で部分的に

巴合計制度外で全般的に

圏全計制度内で部分的に

圏合計制度内で全般的に
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図表27 標準直接原価計算の持術的特性別の実施態様

孟孟話〆竺1組立生産 進機行械生産的 進化行学生産的
制JZZL 十" 

会計制度内で全般的に行 27 23 20 
っている (26 5) (31 U (27 4) 

実
会計制度内勺部分的に行 15 4 13 

度内
っている 04 7) ( 5 4) (17 8) 

施 ..・-----・・・・.-----骨骨..・-----ー・ 4匹 ------ーー.‘・ ー・曲ー・・・-.-----曲・・・ー..

で 制度内で実施
42 27 33 

し (41 2) (36 5) (45 2) 

て 会計制度外で全般的に行 23 20 15 
ぷZ三斗丈 っている (22 5) (27 0) (20 5) 

L 、
制計 会計制度外で部分的に行 37 27 25 

る
外度
っている (36 3) (36 5) (34 2) 
・ーーー-ーーー・・...司ーーーー‘ー・，ー・ーー曲----ー ・・・..‘ーーーー------------'・ーーーーーーーー・..

で 制度外で実施 60 47 40 
(58 8) (63 5) (54 8) 

ぷ仁込3 言十
102 74 73 
(100) (100) (100) 

標準直接原価計算の技術的特性別実施態様

(%) 
100 

80 

60 

40 

20 

その他 標原価準直計接算

6 76 
(22 2) (27 5) 

3 35 
011) 02 7) 
-____0・ー・---.ー ーーー・-------・..

9 111 
(33 3) (40 2) 

7 65 
(25 9) (23 6) 

11 100 
(40 7) (36 2) 
--------ー--.------------ー・.

18 165 
(66 7) (598) 

27 276 
(100) (100) 

図会計制度外て部分的に

回全計制度外で全般的に

圏全制服内て部分的に

圏全Jj制度内で全般的に
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図表28 個別・総合原価計算の技術的特性別の実施状況

個E市孟~ど11性 組立生産 機進行械生的産 化学的 その他進行生産

112 12 15 12 個別原価計算 (36 6) ( 6 9) ( 8 7) 07 6) 

70 27 17 8 個別と総合の併用 (22 9) (15 6) ( 9 8) (118) 

組別総合原価計算
86 85 56 29 
(28 1) (49 1) (324) (42 6) 

総バ口為 等級別原価計算・連産品原価 D 10 32 3 

原価計
計算 ( 1 6) ( 58) (18 5) ( 44) 

単純総合原価計算 21 25 35 10 
( 6 9) (14 5) (202) 04 7) 

算

112 120 123 42 
言十 (366) (69 4) (711) (61 8) 

3 11 13 2 その他 ( 1 0) ( 64) ( 75) ( 2 9) 

9 3 5 4 
不明・無記入 ( 2 9) ( 1 7) ( 2 9) ( 5 9) 

306 173 173 68 
ム仁ヨ 三十 (100) (100) (100) (100) 

総合・個別原価計算の技術的特性別実施状況

(%) 

100 

80 

60 

40 

20 

。
組汀中産 機械的 化学的 その他 〔全体〕

進行需産 進行生産

口不明十無記入

園その他

日個別原価計算

図個別と総合的併用

図組別総合原価計算

田等級別 h連産品原価計算

閥単純総合原価計算

398 

全 体

151 
(21 0) 

122 
(16 9) 

256 
(35.6) 

50 
( 6 9) 

91 
(12 6) 

397 
(55 1) 

29 
( 4 0) 

21 
( 2 9) 

720 
(100) 
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399 わが国の原価計算の現状と動向(3・完) -69-

① いずれの技術的特性でも，計算形態は比較的バラエティに富んでおり，

特定の技術的特性に固有の計算形態、があるというほど一元的ではない。組

立生産においても一部単純総合原価計算が利用され，化学的進行生産でも

個別原価計算の適用が見られる。

しかし，相対的には比較的明瞭な傾向がうかがえ，例えば，組立生産で

は総合原価計算は 36%強であるが，機械的進行生産と化学的進行生産とで

は70%前後あるのに対し，個別原価生産は，組立生産では 36%強であるが

機械的進行生産と化学的進行生産では 7%前後であるという対照的な状況

にある。しかも，総合原価計算の中では，組立生産→機械的進行生産→化

学的進行生産となるにつれて，単純総合原価計算や等級別原価計算・連産

品原価計算といった比較的単純な形態の普及率が増えている。

総じて，製品原価の計算形態は，同類の生産活動が量的にある程度まと

めて行われる傾向が生ずるほど単純化する傾向があり，逆に生産活動が細

分化されるほど単純総合原価計算からより複雑な個別原価計算の方に重点

が移行するようである。当然このような傾向は予想されたことではあるが，

かなり粗っぽい聞き方をしても統計的に確認される事態といえる。

ここでは，工業技術的な面を重視した業種の違いが，原価計算の実施態様，

原価計算タイプ，原価計算形態にどのような係わりを持っているかをうかがっ

たのであるが，計算の実施態様とタイプに対しては，業種が異なっても計算の

在り方には基本的な影響がなく，別の面から配躍されているようである。どの

業種においても，制度内・外の計算の実施形態や各タイプの普及率・制度化率

はあまり変っていない。

しかし，製品原価の計算形態は生産活動の細分化の程度の違いと係わって，

生産活動が細分化されるほど，計算手続きも相対的には細分化されるといえそ

うである。

8-2 経営規模と原価計算

原価計算に対する規模の影響をうかがうために，通例のように，経営規模を

資本金で計測し，その区分を図表3-1のようにするものとしたい?これによ
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ると，資本金 300億円以上の経営はかなり少数であるから，その部分の分析が

やや不安定になるかもしれない。

図表 29によりまず実施態様に対する経営規模の関連をうかがうと，

① 図表 29のグラフ(1)では，制度として行われる原価計算は，規模のいかん

によらずほぼ93%弱以上で実施され，普及率は上限に近づいている。制度

外の原価計算は，平均 46%強で行われ，規模の増加とともにいくらか増え

るようである。

② この事態をグラフ(2)で少し詳しく見ると，制度内で全般的に行う原価計

算は 88%強以上のかなり高い程度で採用されている。制度内・外で部分的

に行われる原価計算の普及率は，必ずしも安定的な傾向ではないが，規模

の増加とともにいくらか増える傾向にあるようである。

つまり，事業規模が広がるにつれて，部分的に適用される計算が，全般

的に行われる計算と合わせて行われる機会がいくらか多くなるようであ

る。

さらに，原価計算タイプに対する影響をうかがうと，図表 30-35のようであ

る。

① 図表 30を全体的に見ると，特に標準全部原価計算では，資本金が大きく

なると制度内・外の原価計算の普及率が高くなる傾向が明らかであり，実

際全部原価計算や標準直接原価計算でも，必ずしも明白ではないが，方向

としては同じ傾向にあるといえよう。制度内の実際直接原価計算は，反対

に普及率がやや下がっているが，大勢に影響するほどではない。

つまり，経営規模が大きくなると，標準全部原価計算，実際全部原価計

算，標準直接原価計算の各タイプの普及率が一斉に上昇するという同じ傾

向にあるから，異なるタイプをそれだけ並行的に実施する機会が増えてい

( 7 )社の資本金の入力ミスがあったため，図表3-1を次のように訂正したい。
資本金 [誤正]
500億円以上 21社(2 9%)→ 20社(28%) 
100億円以上300億円未満 114社058%)→115社060%)
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図表29 原価計算の経営規模別の実施態様

両為択(竺:10未満 10-30 30-50 50 -100 100-3∞ 300-500 500以上 全体未満 未満 未満 未満 未満

会的計に制行度っ内てでい全般る 89 224 96 101 113 21 20 664 

告制
(89 0) (88 5) (92 3) (94 4) (98 3) (100) (100) (92 2) 

会的計に制行度っ内てでい部分る 13 55 28 27 19 9 7 158 
(130) (21 7) (269) (25 2) 06 5) (42 9) (35 0) (21.9) 

実 司.-------------ー・・...

施 で 制度内で実施
96 235 99 104 115 21 20 690 
(96 0) (92 9) (95 2) (97 2) (100) (100) (100) (95 8) 

し
会的計制度外で全般 18 52 24 24 24 4 4 150 

て 制d計エhミ に行ってし、る (18 0) (20 6) (23 1) (22 4) (20 9) (19 0) (20 0) (20 8) 

し、 会計制行度外℃部分 22 69 36 38 40 8 4 217 

度外
的にってし、る (22 0) (27 3) (34 6) (35 5) (34 8) (38 1) (20 0) (30 1) 

る .-------------ーー・----

で 制度外で実施
37 109 54 57 58 11 8 334 
(37 0) (43 1) (51 9) (53 3) (50 4) (52 4) (40 0) (46 4) 

制度内・外で実施 99 243 102 107 115 21 20 707 
(99 0) (96 0) (98 '1) (100) (100) (100) (100) (98 2) 

現在
目下採用研究中である

。 l 。 。 。 。 。 1 
( 0 4) ( 0 1) 

実施
今後も採用する予定は 。 。 。 。 。 。 。 。
なし、

せ ー--------岨・・・・・ー_.------・ E ー・----骨 a司'..・..・..'・・ーーーーー・ ー・ M・.唱・・.. 曲ー.-・・・.---・ ー・・・'. ー-ーーー・...

ず 原価計算を実施せず
。 1 。 。 。 。 。 1 
( 0 4) ( 0 1) 

不明・無記入 1 9 2 。 。 。 。 12 
( 1 0) ( 3 6) ( 1 9) ( 1 7) 

J口L 計
100 253 104 107 115 21 20 720 
(100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) 

るといえるのではないか。あくまでも相対的な傾向であってあまり誇張す

べきではないが，傾向としては規模が大きくなるにつれ，工場数，事業所

数が増え，それぞれに独自の試みがなされるなどから，原価計算タイプが

多様化する傾向にあるのではないか。

ちなみに資本金規模と工場数との関係をうかがうと，図表31のように，

工場数は5工場までが会社数としては大半であり，規模が大となるにつれ

て工場数も多くなるという関係が明らかである。

② 各計算タイプにおける制度化率の状況は，図表32-35のようであるが，

総じて，あまり指摘しうるほどの規則的な影響は見られなし、。実際直接原

価計算の制度化率は，規模の増加とともにいくらか下降するようであるが，
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60 

40 
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(%) 
100 

60 

40 

20 

第61巻第3号

経営規模別の原価計算の実施態様(1 ) 

制度内で実施 制度外で実施 実施せi' 不明・無記入

経営規模別の原価計算の実施態様 (2) 

合計制度内で全般 会計制度内で部分 会計制度外で全般 会計制康外で部分
的に 的に 約に 的に

口[全体]

冨 500以土
図湖、500未満

皿 lω--3∞未満
図 50-1ω未i両
国 30-50未満
国 10-30未満
圏 10未満

口l全体]
昌 5ω以1
図 300-500未満
田 100-300未満
図印-100未満
園初引未満

国 10-30未満
額 10未満

402 
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図表30 原価計算タイプの経営規模別の実施状況

原価~計~算-タ1イプF資1 本¥金(fj億¥円) 10未満
10-30 30-50 50 -100 100-300 3C ト 500

500以上 全体
未満 未満 未満 未満 未満

61 154 74 71 77 15 10 462 
実際全部原価計算 (61 0) (60.9) (712) (664) (67 0) (714) (50 0) (64 2) 

ぷ;r込Z 
28 94 42 50 49 12 13 288 

計
標準全部原価計算 (28 0) (372) (404) (46 7) (42 6) (57 1) (65 0) (400) 

告リ 20 60 23 16 15 1 3 138 
度
実際直接原価計算 (20 0) (23 7) (22 1) (15 0) (30) ( 4 8) (15 0) (19 2) 

内 8 44 13 18 17 7 4 111 
標準直接原価計算 ( 8 0) (17 4) (12 5) (16.8) (14 8) (33 3) (200) (15 4) 

で
ーー・._----ーー・ーーーーー・-----・ーー

96 235 99 104 115 21 20 690 
制度内で実施 (96 0) (92 9) (95 2) (97.2) (100) (100) (100) (95 8) 

5 13 4 8 11 2 。 43 
実際全部原価計算 ( 5 0) ( 5 1) ( 38) ( 7 5) ( 9 6) ( 9 5) ( 60) 

4全玄h 6 35 22 20 23 3 l 110 
H 
標準全部原価計算 ( 6.0) (13 8) (21 2) 08 7) (200) (14 3) ( 5 0) (15 3) 

告リ 19 56 29 30 25 7 1 167 
実際直接原価計算 (19 0) (22 1) (27 9) (28 0) (21 7) (33 3) ( 5 0) (23 2) 

度
18 53 26 27 28 6 165 

外 襟準直接原価計算 (180) (209) (25 0) (25 2) (24 3) (28 6) (35 0) (229) 
で -----ー・・・--------ーーー・--._--ーーーー・---------曲姐 -・ーーーーーー -----ーーーー ーー・---ーーー ーー・--------・ー・---. ーー・・ー・--骨骨

37 109 54 57 58 11 8 334 
制度外で実施 (37 0) (43 1) (519) (533) (50 4) (524) (40 0) (46 4) 

66 167 78 79 88 17 10 505 
実際全部原価計算 (66 0) (66 0) (75 0) (73 8) (76 5) (81 0) (50 0) (70 1) 

dZ計三b三h 34 129 64 70 72 15 14 398 
標準全部原価計算 (34 0) (51 0) (615) (65 4) (62 6) (71 4) (70 0) (55 3) 

制度内 39 116 52 46 40 8 4 305 
実際直接原価計算 (39 0) (45 8) (50 0) (43 0) (34 8) (38 1) (200) (42 4) 

26 97 39 45 45 13 11 276 
外 標準直接原価計算 (26 0) (38 3) (375) (421) (39.1) (61 9) (55 0) (38 3) 
で
--司・・・ーー・・-------_..司・.--..・ a

99 243 102 107 115 21 20 707 
制度内・外で実施 (99 0) (960) (98.1) (100) (00) (100) (100) (98 2) 

。 l 。 。 。 。 。 l 
原価計算を実施せず ( 0 4) ( 0 1) 

l 9 2 。 。 。 。 12 
不明・無記入 ( 1 0) ( 3 6) ( 19) ( 1 7) 

100 253 104 107 115 21 20 720 
全 体 (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) 
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(%) 

100 

80 

(%) 
100 

80 

第61巻第3号

制度としての原価計算タイプの経営規模別実施状況(1 ) 

実際全部原側計草 標準全部原価計算 実際直接原価計算 標準直接原価計算

制度外の原価計算タイプの経営規模5J1j実施状況 (2)

長際金部原価J十草 標準全部原価計算 案際直接原価計草 標準直接原価計算

口[全体l

el 500以上
図 3ω--5ω未満
岡 100-300未満
図印--100未満
図 30-印未満
困 10-却未満
圏 10未満

口〔全体〕

圏 500以上
団 300-500未満
田 100-300未満
回日-100未満
園初-50未満
困 10-30未満
圏 10未満

404 
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制度内・外の原価計算タイプの経営規模別実施状況 (3)
(%) 

80 

標準全部原価計算 標準直接原価計草

この部分だけに特別の事情があるとは考えにくい。

口l全体)
昌 500以上

-75ー

図 300-500未満
阻 100-300未i両
国 50-1ω未満
国ル50未満
田 10-30未満
圏 10未満

概して経営規模が膨らんでも，各原価計算タイプの制度化の状況へはほとん

ど影響がないようであるが，異なるタイプを併用する多様化の傾向にいくらか

寄与しているといえそうである。

最後に，図表36によって原価計算形態への影響を見ると，

① 資本金が50億円程度以上に大きくなると，概して個別原価計算の普及率

は下がり¥，、くらか総合原価計算化の傾向がうかがえそうである。事業が

拡大すれば量的にまとまった製品を扱う機会が少しずつ増える傾向を反映

して， このような傾向が生ずるのではないか。

事態をもう少し詳しく見ると，規模の拡大とともに，組別総合原価計算

が比較的単純な総合原価計算や等級別原価計算・連産品原価計算とともに

増えがちであり，個別原価計算は次第に減る傾向にある。特に資本金50億

円以上でその傾向がうかがえる。製品原価の計算は規模の拡大とともに次

第に単純化するという緩い傾向がうかがえるようである。

以上うかがったところより，経営規模が拡大しても，それによって原価計算
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工¥場数¥¥----資----本----金，(ft億円〕

1以下

2 

3 

4 -5 

6 -10 

11-15 

16以上

不明・無記入

.g-

10-30 
未満

第 61巻 第3号

図表31 経営規模別の工場数

10未満
10-30 30 -50 50-100 100-300 
未満 未満 未満 未満

42 65 16 19 10 
(42 0) (25 7) (15 4) (17 8) ( 8 7) 

41 70 27 18 9 
(41 0) (27 7) (26 0) 06 8) ( 7 8) 

8 58 21 15 17 
( 8 0) (22 9) (20 2) (14 0) (14 8) 

7 40 20 29 33 
( 7 0) cl5 8) 09 2) (27 1) (28 7) 。 16 18 15 33 
( 6.3) (17 3) (14 0) (28 7) 

l 2 。 5 9 
( 1 0) ( 0 8) ( 4 7) ( 7 8) 。 1 l 6 4 
( 04) ( 1 0) ( 56) ( 3 5) 

I l 1 。 。
( 1 0) ( 0 4) ( 1 0) 

100 253 104 107 115 
(100) (100) (100) (100) (00) 

経営規模J.lljの工場数

300 -500 
500以上

未満

。 。
1 。
( 4 8) 

1 l 
( 4 8) ( 5 0) 

2 4 
( 9 5) (20 0) 

13 5 
(6L9) (25 0) 

2 3 
( 9 5) (15 0) 

2 1 
〔〆95) (35.0) 

。 。
21 20 
(00) (00) 

口不明ゎ無記入

園 16以上
日 11-15
回 6、10
図 4-5
図 3
国 2
圏 1以下

30-50 
未満
50-1ω100-3ω300.-5ω 500以上 〔全体}
未満 未満 未満

406 

全体

152 
(21 1) 

166 
(231) 

121 
(16 8) 

135 
(18 8) 

100 
(39) 

22 
(31) 

21 
( 2 9) 

3 
( 0 4) 

720 
(00) 
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407 わが国の原価計算の現状と動向(3・完〕 -77-

図表32 実際全部原価計算の経営規模別の実施態様

実ニ孟論拠土 10未満
10--30 30-50 50-100 100-300 300-500 

500以上
実際全部

未満 未満 未満 未満 未満 原価計算

実

施

L で

て

る

制ぷ立百ふ三十三

度外

で

メ口'-

的会計制行度内で全般 56 144 66 69 75 
t二ってし、る (848) (86 2) (84.6) (873) (852) 

会的計に制行度っ内てでし部、分る 5 10 8 2 2 
( 76) ( 6 0) 00 3) ( 2 5) ( 2 3) 

-ーーーーー・--ーーー伊・・ーーー'・ーー

61 154 74 71 77 制度内で実施 (92 4) (92 2) (94 9) (89 9) (87 5) 

的会計制行度外で全般 4 8 。 3 2 
tこってL、る ( 6 1) ( 4 8) ( 3 8) ( 2 3) 

的会計制行度外で部分 1 5 4 5 9 
に っている ( 1 5) ( 3 0) ( 5 1) ( 6 3) 00 2) 

ーーー・・・----・・ーー・・陥.----

制度外で実施 5 13 4 8 11 
( 7 6) ( 7 8) ( 5 1) (10 1) (125) 

2十 66 167 78 79 88 
(100) (100) (00) (100) (100) 

実際会部原価計算の経営規模別実施態様

13 7 430 
(76 5) (700) (85 1) 

2 3 32 
c11 8) (30 0) ( 6 3) 

15 10 462 
(88 2) (100) (91 5) 

。 。 17 
( 3 4) 

2 。 26 
(118) ( 5 1) 

2 。 43 
cl1 8) ( 8 5) 

17 10 505 
(100) (100) (100) 

回会計制度外で部分的に

日会計制度外で全般的に

盟会計制度内で部分的に

露罰金計制度内で全般的に

10未満 10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 500以上 〔全体〕
未満 未満 未満 未満 未満
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図表33 標準全部原価計算の経営規模別の実施態様

膿孟孟謝qt10未満 10-30 30-50 50-100 100町 3003ω-500 500以上 標準全部未満 未満 未満 未満 未満 原価計算

4k ズ
実 制計j 

施 度内

し で

て

L 、 会

る 制計

度外

で

A 口

会計制度内で全般 23 62 34 33 37 
的に行っている (67 6) (481) (53 1) (47 1) (51 4) 

会計制度内で部分 5 32 8 17 12 
的に行っている 04 7) (24 8) cl2 5) (24.3) (16 7) 
ーーー--ーーー・・・・ー・-------

制度内で実施 28 94 42 50 49 
(82 4) (72 9) (65 6) c7l 4) (681) 

会計制度外で全般 3 14 13 10 8 
的に行っている (8 8) (10 9) (20 3) (14 3) (111) 

会計制度外で部分 3 21 9 10 15 
的に行っている ( 8 8) (16 3) (14 1) 04 3) (20 8) 
---.-ー-._---・--------

制度外で実施 6 35 22 20 23 
(17 6) (27 1) (344) (28 6) (31 9) 

計 34 129 64 70 72 
(00) (100) (100) (100) (00) 

標準全部原価計算の経営規模別実施態様

(%) 

100，1':':閉τ

80 

60 

40 

20 

8 11 208 
(53 3) (78 6) (52 3) 

4 2 80 
(26 7) 04 3) (20 1) 

12 13 288 
(80 0) (92 9) 02 4) 

l 。 49 
(6 7) (123) 

2 1 61 
(13 3) ( 7 1) (15 3) 

3 1 110 
(20 0) ( 7 1) (27 6) 

15 14 398 
(100) (100) (100) 

回会計制度外で部分的に

口会計制度外で全般的に

回会計制度内で部分的に

圏会計制度内で全般的に

10米満 10-30 30-50 50-:100 100-300 300-500. 500以L(全体}
未満 未満 未満 未満 未満
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409 わが国の原価計算の現状と動向(3・完) 79ー

図表34 実際直接原価計算の経営規模別の実施態様

孟い識で 10未満 10-30 30--50 50-100 100-300 300-500 500以上 実際直接未満 未満 未満 未満 未満 原価計算

メ2与" 

制計
実

度内施

し
で

て

L 、

会制度外計る

で

メ口L 

的会計制行度内で全般 17 47 12 10 12 
tこ っている (43 6) (40 5) (23 1) (21 7) (30 0) 

会的計制行度内で部分 3 13 11 6 3 
fこってL、る ( 7 7) cl1 2) (21 2) 03 0) ( 7 5) 
-----ー曲・ーー----ーー-----

制度内で実施
20 60 23 16 15 
(51 3) (51 7) (44 2) (348) (375) 

会的計制行度外で全般 6 22 9 11 7 
Uこ っている (15.4) (19 0) 07 3) (23 9) 07 5) 

的会計制行度外で部分 13 34 20 19 18 
tこってL、る (33 3) (29 3) (38 5) (41 3) (45 0) 
ー---・・------司ーーーーー・・ー

制度外で実施 19 56 29 30 25 
(48 7) (48 3) (55 8) (65 2) (625) 

計 39 116 52 46 40 
(100) (100) (00) (100) (100) 

実際直接原価計算の経営規模別実施態様

l 2 101 
(12 5) (40 0) (33 1) 。 l 37 
(20 0) (121) 

1 3 138 
(12 5) (60 0) (45 2) 

l l 56 
(12 5) (20 0) (184) 

6 l III 
(75 0) (20 0) (36 4) 

7 2 167 
(87 5) (40 0) (54 8) 

8 5 305 
(100) (100) (100) 

国会計制度外T部分的に

回全~t制度外で全般的に
囲合計制度内で部分的に

圏全計制度内で全般的に

10未満 10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 500以全体〕
未満 未満 未満 未満 未満
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図表35 標準直接原価計算の経営規模別の実施態様

孟論訴さ1:10未満 10-30 30-50 50 -100 100-300 3∞-500 500以上 標準直接未満 未満 未満 未満 未満 原価計算

制度内会A 
実

施

し で

て

制計ぷ2三込三L 、

る

度外

で

ムロ

会計制行度内で全般 7 31 6 13 13 
的に っている (26 9) (32 0) (15 4) (28 9) (28 9) 

会計制度内で部分 1 13 7 5 4 
的に行っている ( 3 8) (13 4) 07 9) (111) ( 8 9) 
-・・ーーー・・------------

制度内で実施 8 44 13 18 17 
(30 8) (45 4) (33 3) (40 0) (37 8) 

会計制度外で全般 11 21 9 5 12 
的に行っている (42 3) (21 6) (23.1) 01 1) (26 7) 

会計制度外で部分 7 32 17 22 16 
的に行ってし、る (269) (33 0) (43 6) (48 9) (35 6) 
ー，・・・・・・・ーーーー・告白-----

制度外で実施 18 53 26 27 28 
(69 2) (54 6) (66 7) (60 0) (62 2) 

H 26 97 39 45 45 
(100) (100) (100) (100) (00) 

標準直接原価計算の経営規模別実施態様

3 3 76 
(23 1) (27. 3) (27 5) 

4 1 35 
(30 8) ( 91) (127) 

i 4 111 
(53 8) (36 4) (40 2) 

3 4 65 
(23 1) (36 4) (23 6) 

3 3 100 
(23 1) (27 3) (36 2) 

6 7 165 
(46 2) (63 6) (59 8) 

13 11 276 
(00) (00) (00) 

図制制度外で部分的に

回全Jt制度外で全般的に
国会計制度内で部分的に

圏全計制皮肉で全般的に

10未満 10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 500以上 〔全体〕
未満 未満 未満 未満 未満
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411 わが国の原価計算の現状と動向(3・完) -81-

図表36 個別・総合原価計算の経営規模別の実施状況

よ論些;tf:10未満 10-30 30-50 50-100 100-300 未満 未満 未満 未満

個別原価計算
27 66 25 16 10 
(27 0) (261) (24 0) (15 0) ( 8 7) 

個別と総合の併用 14 43 22 22 15 
(14 0) (l7 0) (21 2) (20 6) 03 0) 

組別総合原価計算
34 78 37 39 51 

総メ〉、

(34 0) (30 8) (35 6) 06 4) (44 3) 

等品級別原原価価計算計・連産算 4 13 6 13 10 

計算原価

( 4 0) ( 5 1) ( 5 8) (121) ( 8 7) 

単純総合原価計算
13 37 10 10 17 
(13 0) (14 6) ( 9 6) ( 9 3) 04 8) 

it 51 128 53 62 78 
(51 0) (50 6) (51 0) (57 9) (67 8) 

その他
4 8 4 5 
( 4 0) ( 3 2)) ( 3 8) ( 4 7) ( 6 1) 

不明・無記入
4 8 。 2 5 
( 4 0) ( 3 2) ( 19) ( 43) 

ムロ 計
100 253 104 107 115 
(100) (100) (100) (100) (100) 

個別・総合原価計算の経営規模別の実施状況

(%) 
100 

80 

60 

40 

20 

300-500 
500以上

未満

2 5 
( 95) (25.0) 

3 3 
(14 3) (15 0) 

11 6 
(52 4) (30 0) 

2 2 
( 9 5) (10 0) 

l 3 
( 4 8) (15 0) 

14 11 
(66 7) (55 0) 

l 。
( 4 8) 

1 1 
( 4 8) ( 5 0) 

21 20 
(100) (100) 

口不明 t無記入

図その他

全体

151 
(21 0) 

122 
(16 9) 

256 
(356) 

50 
( 69) 

91 
(126) 

397 
(55 1) 

29 
( 40) 

21 
( 2 9) 

720 
(100) 

日個別原価計算

図個別と総合の併用

図組別総合原価at草
回等級別・述産品原価計算

圏単純総合原価計事

toA<i両 10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 500>1 I 全f.I:)
Aと満 未満 '"満 -l<i両 」知両
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が様相を変えるほどではないが，緩やかな変化がうかがえるようである。

一つは，事業の拡大につれて，原価計算の実施態様やタイプが緩やかに多様

化するようである。各社の原価計算は，概ね制度として全般的に行う特定タイ

プの計算を中心にして展開されるのであるが，それとは実施態様やタイプの異

なる計算が併用される機会がやや増えるようである。中でも標準原価計算(標

準全部原価計算と標準直接原価計算〕を制度内・外で行う態様が相対的によく

利用されている。規模が大きくなるとともに，各地に事業所数が増え，かつ事

業活動の多様性が増すことから，多様な計算が要請されがちであるという事情

を反映しているものと思われる。

また，規模の大きさは，製品原価の計算形態、にもある程度影響し，資本金50

億円以上になると，規模の拡大とともに個別原価計算の普及率が下がり，総合

原価計算が増える傾向にあり，総じて計算は単純化する傾向にある。生産活動

においてある程度生産量をまとめて扱う機会が多くなるにつれて，計算形態が

単純化するのであろう。ちなみに，製品の品種，生産量， ロットの多いさと規

模との関連をうかがって見ると，図表37-39のように，品種の多少にはほとん

ど変化がないが，規模の増加とともに，生産量やロットの大きさは次第に増し

ているようである。

いずれの場合札経営規模の原価計算に対する係わりは，全社的な事業総量

や空間的な広がりが爵接に計算の在り方に影響するというのではなくて，むし

ろ具体的な事業活動の諸条件の違いなどを介してこのような関連がうかがわれ

るものと思われる。
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413 わが国の原価計算の現状と動向 (3・完)

図表37 経営規模別の品種特性

孟~でF9) 10未満 10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 
未満 未満 未満 未満 未満

多 品 緩 生 産
74 174 69 70 79 17 
(74 0) (688) (66 3) (65 4) (68 7) (810) 

中 ロロロ 種 生 産
11 30 21 17 17 。
01 0) 01 9) (20 2) (15 9) (14 8) 

少 ロロロ 種 生 産
13 46 12 19 18 4 
(13 0) (82) (ll 5) (78) (15 7) (19 0) 

そ の 他
1 2 l 1 1 。
( 1 0) ( 0 8) ( 1 0) ( 0 9) ( 0 9) 

不明 無記入
1 1 l 。 。 。
( 1 0) ( 0 4) ( 1 0) 

ぷ仁〉3、 1it 100 253 104 107 115 21 
(100) (100) (00) (100) (100) (100) 

経営規模5JIJの品種の特性

10，l;j両 10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 500以上 〔全体〕
未満 未満 未満 未満 未満

83-

500以上 全体

16 499 
(80 0) (69 3) 

1 97 
( 5 0) (35) 

3 115 
05 0) (160) 。 6 
( 0 8) 

。 3 
( 0 4) 

20 720 
(100) (100) 

口不明・無記入

国その他

図少品種生産

臨中品種生産

圏多品種生産
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図表38 経営規模別の生産量特性

孟pぐせ)10未満 10-30 30-50 50-100 lω-300 300-500 未満 未満 未満 未満 未満

少 ι民主2 生 産
58 126 40 34 43 6 
(58 0) (49 8) (38 5) (31 8) (37 4) (28 6) 

中 iit 豆 生 産 26 55 32 27 22 2 
(260) (21 7) 00 8) (25 2) 09 1) ( 9 5) 

大 主Jラ担司 生 産
14 62 29 42 46 11 
04 0) (24 5) (27 9) 09 3) (40 0) (52 4) 

そ の 他
。 8 3 3 3 2 
( 3 2) ( 2 9) ( 2 8) ( 2 6) ( 9 5) 

不明 無記入 2 2 。 l l 。
( 2 0) ( 0 8) ( 0.9) ( 0 9) 

l仁L3 2十 100 253 104 107 115 21 
(100) (100) (100) (00) (00) (00) 

経営規模別の生産量の特性

10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 500以全体〕
.l<渦 未満 点満 車満 ぷ両

414 

500以上 全体

5 312 
(25 0) (43 3) 

2 166 
00 0) (23 1) 

13 217 
(65 0) (30 1) 。 19 
( 2 6) 

。 6 
( 0 8) 

20 720 
(100) (00) 

口不明 t無記入

国その他

回大量生産

圏中量生産

圏 1~~lt生産
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415 わが国の原価計算の現状と動向(3・完)

図表39 経営規模別のロット特性

ご注々 竺FlJ 10未満 10-30 30-50 50-100 100-300 300-500 未満 未満 未満 未満 未満

単 ロロ口 生 産 33 73 17 12 8 2 
(33 0) (28 9) (16 3) (11.2) ( 7 0) ( 9 5) 

型 混 ぷ口斗 生 産
12 36 27 20 32 5 

ロ (12 0) (14 2) (26 0) (18 7) (27 8) (23 8) 
y 

31 61 24 30 23 4 小ロ y ト生産 (310) (24 1) (23 1) (28 0) (20 0) (190) 
生
産 76 170 68 62 63 11 ilt (76 0) (67 2) (65 4) (57 9) (54 8) (52.4) 

中 ロ 生産
18 46 23 20 23 1 

y 
(18 0) (18 2) (22 1) (18 7) (20 0) ( 4 8) 

大型 大ロ y ト生産 3 11 6 13 14 4 
( 3 0) ( 4 3) ( 5 8) (12 1) (12 2) (19 0) 

ロ
単種大量生産

2 20 6 9 9 4 
y ( 2 0) ( 7 9) ( 5 8) ( 84) ( 7 8) 09 0) 

生
ilt 
5 31 12 22 23 8 

産 ( 5 0) (12 3) (115) (206) (20 0) (38 1) 

そ の 他
。 3 。 2 5 l 
( 12) ( 19) ( 4 3) ( 4 8) 

不明 無記入
1 3 1 1 1 。
( 1 0) ( 1 2) ( 1 0) ( 0 9) ( 0 9) 

メじL3 計 100 253 104 107 115 21 
(00) (100) (100) (100) (100) (100) 

経営規模別のロットの特性

10未満 10-30 30-50 50-100 100-300 羽0-500 500以上 〔全体〕
未満 未満 未満 未満 未満

-85-

500以上 全体

5 150 
(25 0) (20 8) 

7 139 
(35 0) (19 3) 

l 174 
( 5 0) (24 2) 

13 463 
(65 0) (64 3) 

2 133 
(100) (18.5) 

5 56 
(25 0) ( 7 8) 。 50 
( 69) 

5 106 
(25 0) (14 7) 

。 11 
( 1 5) 

。 7 
( 1 0) 

20 720 
(100) (100) 

口不明・無記入

国その他

関大型肝卜生産

圏中ロァト生産

圏小型ロ yト生産
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9 生産方式と原価計算

ここでは，製造事業の一つの核となる製造活動の特徴を捉えるために異なる

側面から捉えた具体的な形態ないしは特性のことを「生産方式」と呼んでおき

たい。本調査では，それを捉える側面として工業技術的特性，品種の特性，生

産量の特性， ロットサイズの特性，市場的特性の 5つを取上げているが，その

実態は，別の機会に報告しているのでそれを参照願うこととし，ここではそれ

らの特性のうち，特に品種，生産量， ロットの違し、から見た生産方式が原価計

算にどう係わっているかを推察することとしたL、。工業技術的な特性との関連

は，すでに8-1節の業種との関連でうかがっているし，市場的特性との関連

は以下で補足的に触れることとしたい。

生産方式の原価計算に対する影響は，おそらく原価計算形態に対する影響が

もっとも顕著であると思われるが，まず原価計算タイプに対する影響をうか

がっておきたし、。実施態様に対する影響はほとんど見られないであろう。

まず原価計算タイプに対する影響を見ると，図表40-42のようである。図表

40では，品種の多様化との関連を見ているが，その場合の品種区分とはどの程

度のことをいうのであろうか，その明細が気懸かりである。

例えば，図表40において多品種生産は 69%強(=499/720 x 100)，中品種

生産は 13%強(=97/720 x 100)，少品種生産は 15%強(=115/720 x 100) 

であり，総じて多品種化が進んでいると思われるが，品種を「日本標準産業分

類J の中分類というかなり大きな分類で捉えると，多様化の程度は次のように

なる。
4業種以上に従事する経営 53( 74%) 

3業種に従事する経営 69( 9 6 ) 

2業種に従事する経営 163(226 ) 

専業経営 442(58 6 ) 

不明・無記入 13( 1 8 ) 

A口、 計 720( 100%) 

(8 ) 三浦和夫，問中嘉穂，井上信一，前掲稿， 4 -21ベージ。
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図表40 原価計算タイプの品種特性別の実施状況

話めド空竺 多生品種産 中品種 少生品種産 その他 不記明・ 全体
生産 無入

実際会部原価計算 315 71 70 5 l 462 
(63 1) (73 2) (60 9) (83 3) (33 3) (64 2) 

ぷヱ〉ミ
標準全部原価計算 223 35 29 。 l 288 

(44 7) (36 1) (25 2) (333) (400) 
告Ij 実際直接原価計算 86 19 31 2 。 138 
度 (17 2) (19 6) (27 0) (33 3) 09 2) 

内 標準直接原価計算 78 15 18 。 。 111 

で
05 6) (15 5) 05 7) (15 4) 

'・・-------包帯噛--・----骨・ ---・ーーーーーー・・ー ーーー・.----・ a峰------._------曲 '伺『匹司ーーーー--咽--ー値・-----ー--回・-- ーーー・.聞・ー自由.

制度内で実施 690 
(958) 

実際全部原価計算 30 5 8 。 。 43 
( 6 0) ( 52) ( 7 0) ( 6 0) 

4'i 三之 標準全部原価計算 71 20 18 1 。 110 
五十 (14 2) (20 6) 05 7) (167) (15 3) 

笥リ 実際直接原価計算 119 27 19 l 1 167 

度
(23 8) (27 8) 06 5) (16 7) (33 3) (23 2) 

外 標準直接原価計算 125 27 12 l 。 165 
(25 1) (27 8) 00 4) (16 7) (22 9) 

で ー・・・司・・--・・ー・----由曲._---------------ー --ーー・-_.----ー .-----------. ーー・--.-ーーー・・ーーー-----・---.- 岨・・・------
制度外で実施 334 

(464) 

実際全部原価計算 345 76 78 5 l 505 
(691) (78 4) (67 8) (83 3) (33 _ 3) (70 1) 

Jヱ』エ 標準全部原価計算 294 55 47 1 l 398 
制計 (58 9) (56 7) (409) (16 7) (33 3) (55 3) 

度内
実際直接原価計算 205 46 50 3 1 305 

(41 1) (474) (43 5) (50 0) (33 3) (424) 
. 標準直接原価計算 203 42 30 1 。 276 
外 (40 7) (43 2) (26 1) 06 7) (383) 
で ーーーー--------ー--陸 e帽甲・ーー---ーー ーー・._.-ーー.---ー-ーー・・，・ーー ー・・・--------. ーー・・・--・----ーーーー・・・・-- -・----------畠
制度内・外で実施 707 

(98 2) 

原価計算を実施せず 1 
( 0 1) 

不明・無記入 12 
( 1 7) 

全 体 499 97 115 6 3 720 
(00) (100) (00) (100) (00) (100) 
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制度としての原価計算タイプ(J)品種特性別の実施状況(1 ) 

(%) 

100 

80 

60 

40 

20 

(%) 

100 

80 

60 

40 

20 

実際全部原価計算 標準全部原価計草 案際直接原価計算 標準直接原価計算

制度外の原価計算タイプの品種特'企J.j¥jの実施状況 (2) 

実際全部原価計算 標準全部原価計事 実際直接原価計算 標準直接原価計算

口〔全体〕

凹不明無記入

国その他

図世品種生産

田中品種生産

圏多品種生産

口(全体〕

皿不明知己入

国その他

国安品種生産

B中品種生産
圏多品種生産

418 
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419 わが国の原価計算の現状と動向 (3・完) -89ー

制度内・外の原価計算タイプの品種特性別の実施状況 (3)
(%) 

80 

60 

40 

20 

。
実際全部原価計事 標準全部原価計算 実際直接原価計算 摂準直接原価計算

口〔全体)

凹不明無記入

国その他

図歩品種生産

国中品種生産

圏多品種生産

この状況より，上の多品種化の様相の方がずっと多様化しているから，図表40

の品種はこれよりずっと細分されたものであることがわかる。おそらくここで

の多品種，中品種，少品種の判断は，比較的工場の生産レベルに近い処で具体

的になされたものと思われる。

データは省略するが，複数業種に従事する状況を示すこの構成比は，資本金

が大きくなってもほとんど変わる様子がなく，資本金が 100億円程度以上に

なってようやく多様化する傾向がうかがえる。図表 37の様相とも合わせて興味

深い。参考までに，それぞれの売上高構成比は次のようである。

よ漏同空竺比 第11'立 第2位 第3位 その他
の製品 の製品 の製品 の製品

4業種以上に従事する経営 59 1% 181% 97% 13..2% 

3業種に従事する経営 67 6 22 1 10 2 

2業種に従事する経営 849 15 0 

専 業 経 営 100 0 

全 体 89 3% 65% 13% 1 7% 

製造会社でも，その取扱品種には仕入商品の販売による売上高も含むケース

が少なくないと思われるから，品種の多様化がそのまま製造事業の多様化を表
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わすわけではないが，その概要はうかがえよう。

これらの図表40-42から，次のような様相がうかがえる。

① 図表40では，原価計算タイプに対する品種の影響がうかがえる。図表に

おいて，多品種，中品種，少品種のいす、れでもない「その他」および「不

明・無記入」は少数であるから，以下では無視することにしたい。

制度内・外の計算を含めた全体では，品種の多寡が生じても，原価計算

タイプ。の普及率への影響はそれほどでもなし、。制度としての標準全部原価

計算や実際直接原価計算において，いくらか傾向的な変化も見られるが，

何か意味のある関係であろうか。あまり一般的な影響のようには思われな

し、。

② 図表 41は，生産量が相違すhることの影響であるが，やはり「その他J，

「不明・無記入」を無視すれば，生産量の増加の影響はほとんど見られな

し、。

③ 図表42は，生産ロットの大小の影響を見ている。ロットを少し細かく分

けたためか，-その他J，，-不明・無記入」を除いても，各原価計算の普及率

がやや動揺しやすいが，総じて， ロットが大きくなるにつれて規則的な影

響がうかがえるというほどではない。

制度としての原価計算で，単品生産の場合にややとっぴな様子があった

り，標準全部原価計算においてロットの大型化とともに普及率が下がる様

相もあるが，果たして意味のある関係といえるであろうか。

かくして，品種，生産量， ログトのいずれの面からうかがっても，各原価計

算タイプの普及率には規則性のある一般的影響はほとんど見当らないといえる

のではなかろうか。つまり，生産活動がどの程度細分化して行われるかは，適

用する原価計算タイプを決めるのに，明らかに指摘しうるほどの影響はないよ

うである。各原価計算タイプは，生産活動に対してそれだけ柔軟性と汎用性に

富んだものといえそうである。

ついでに，生産方式の市場的特性である注文生産・見込生産と原価計算との

関連については，これまでよく言及されたが，実際にはどうであろうか。図表
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図表41 原価計算タイプの生産量特性別の実施状況

両ゐど511少量生産 中量生産 大量生産 その他 不記明・
無入 全体

実際全部原価計算 201 104 141 13 3 462 
(64 4) (62 7) (65 0) (68 4) (50 0) (64 2) 

4Z3ヌh 標準全部原価計算 128 74 82 3 1 288 
(41 0) (44 6) (37 8) (15 8) (16 7) (400) 

詰リ 実際直接原価計算 55 38 39 5 l 138 

度
07 6) (22 9) 08 0) (26 3) (16 7) 09 2) 

内 標準直接原価計算 44 23 39 5 。 111 
04 1) 03 9) (80) (26 3) (15 4) 

で ーーーー・・・..ー・ーー.ーーーー----ー・岨.----ーー・・ ー骨.----ー--ーーー ー--.----ー・・--ー世・・------ー . ------・・・・ーーー ー---ーーー・・・ーーー
制度内で実施 690 

(958) 

実際全部原価計算 17 9 15 2 。 43 
( 54) ( 5 4) ( 69) (10 5) ( 6 0) 

ぷヱヌ斗
標準会部原価計算 39 26 43 2 。 110 

計 02 5) 05 7) 09 8) (105) (15 3) 

告リ 実際直接原価計算 86 33 45 3 。 167 
度 (27 6) 09 9) (20 7) (58) (23 2) 

外 標準直接原価計算 70 43 49 2 1 165 

で
(22 4) (25 9) (22 6) (10 5) (16 7) (22 9) 

ー--・・・・-------------ー・・・ーーー世・--・ー-------------・ーーーー _.----岨・--ーーー ーー・・---------ーーーーー-------ー --圃ー曲----ーーー.
制度外で実施 334 

(46 4) 

実際全部原価計算 218 113 156 15 3 505 

ぷZ午" 

(69 9) (68 1) c7l 9) (78 9) (50 0) (70 1) 

制計
標準全部原価計算 167 100 125 5 l 398 

(53 5) (60 2) (57 6) (26 3) 06 7) (55 3) 

度内 実際直接原価計算 141 71 84 8 l 305 
(452) (428) (38 7) (42 1) (16 7) (42 4) 

外 標準直接原価計算 114 66 88 7 1 276 

で (36 5) (398) (40 6) (368) (16 7) (38 3) 
---ーーーー・・・・・--甲骨----・ーー・ー・・..-.ー・----------・ーーーー・--ーー-----ーーーー------------ー・・ー----ーーーーー--- ーー・----ーー・・・，
制度内・外で実施 707 

(98 2) 

原価計算を実施せず l 
( 0 1) 

不明・無記入 12 
( 1 7) 

全 体 312 166 217 19 6 720 
(00) (100) (100) (00) (100) (100) 
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(%) 
100 

80 

60 

40 

20 

(%) 

100 

80 

60 

第61巻第3号

制度としての原価計算タイプの生産量特性別の実施状況(1)

実際全部原倒計算 標準全部原価計算 実際直按原価計算 標準直接原価計算

制度外の原価計算タイプの生産量特性別の実施状況 (2) 

長際令部!日価J↑耳 標準全部!血価計算 案際直接原価計算 標準直接原価jj事

口〔全体)

皿不明・無記入

図その他

回大量生産

調中量生産

関世量生産

口(全体)

回不明内無記入

図その他

園大量生産

田中量生産

圏1-'量生産

422 
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423 わが国の原価計算の現状と動向 (3・完)

制度内・外の原価計算タイプの生産量特性別の実施状況 (3) 

(%) 

80 

60 

40 

20 

実際全部劇画計璽 標準全部原価計事 実際直接原価計事 標準直接原価計算

口(全体〕

凹不明け無記入

図その他

国大量生産

盟中長生産

圏世量生産

93-

43でそれを概観すると，どのタイプにおいても普及率の差はほとんどないとい

えよう。現状では，注文生産でも見込生産でも各原価計算タイプはほぼ同等に

利用されている。

原価計算タイプに対する影響はともかく，原価計算形態に対する影響はどう

であろうか。原価計算形態の全体的な実施状況は図表 44のようであるが，この

状態に対して品種，生産量， ログトサイズはどのように影響しているであろう

か。図表45-47によると，

① 図表45によると，全体としては総合原価計算が55%強，個別原価計算が

21%であるが，品種が少なくなるにつれて，原価計算形態の様相がいくら

か変化するようである。

多品種生産→中品種生産→少品種生産と少品種化するにつれて，個別原

価計算の普及率はあまり変わらないが，個別と総合の併用形態や組別総合

原価計算が下がり気味となり，反対に単純総合原価計算や等級別・連産品

原価計算が増えている。それほど大きな変化ではないが，品種が隈られる

と，総じて製品原価の計算形態は，計算上も品種をまとめて扱うような形

態が多くなっている。単種製品や等級品，連産品を扱う機会が多くなるか
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図表42 原価計算タイプのロット特性別の実施状況

U1 
小型ロ yr生産

中ロ， r 
大型ロ y r生産

不明・

単生 産品 混生 合産rl y長小 計 生産 生大ロッ産ト 単量種生産大 小 計 その他 無記入 全体

実際全部原価計算 99 89 104 292 87 37 32 69 11 462 
(66 0) (64 0) (59 8) (63 1) (65 4) (66 1) (64 0) (65 1) (100) (42 9) (64 2) 

2Z3入Z 

標準全部原価計算 42 73 81 196 M 20 15 35 2 l 288 
計 (28 0) (52 5) (46 6) (42 3) (40 6) (35 7) (30 0) (33 0) (18 2) (14 3) (40 0) 
制 実際直接原価計資 42 18 28 88 24 10 14 24 2 138 
度 (28 0) (12 9) (16 1) (19 0) (18 0) (17 9) (28 0) (22 6) (18 2) Cl9 2) 

内 標準直接原価計算 24 28 19 71 20 6 11 17 2 l III 

で (16 0) (20 1) (10 9) (15 3) (15 0) (10 7) (22 0) Cl6 0) (18 2) (14 3) (15 4) 
...・.咽'・・・・・・・・・・・..ーー自由・ーー ーーー・ー・・h -ーー..圃， ーーー・..ーー 岨圃』・ーー-ー ーーーー...ーー----・ "・"・..四・・・・..'・-----------・，
制度内で実施 690 

(95 8) 

実際全部原価計賓 4 10 11 25 9 4 9 43 
( 2 7) ( 7 2) ( 6 3) ( 5 4) ( 6 8) ( 8 9) ( 8 0) ( 8 5) ( 6 0) 

辺:n、Z 
標準全部原価計算 12 30 18 60 28 13 8 21 。 l 110 
計 ( 8 0) (21 6) (10 3) (13 0) (21 1) (23 2) (16 0) (19 8) (14 3) Cl5 3) 
制 実際直接原価計算 32 32 43 107 37 10 10 20 l 167 
度 (21 3) (23 0) (24 7) (23 1) (27 8) (17 9) (20 0) (18 9) (18 2) (14 3) (23 2) 

外 標準直接原価計算 18 40 49 107 30 17 24 l 165 

で
(12 0) (28 8) (28 2) (23 1) (22 6) (30 4) (14 0) (22 6) (27 3) (14 3) (22 9) 

明ー骨骨骨・・ーーーーーーーーーー. ー・ーーーーー -------------ー ー・ーーーーー ----_.---------・ーー.唱.-・・...明明 ..・-----・・..帽明骨
制度外で実施 334 

(46 4) 

実際全部原価計算 103 99 115 317 96 42 36 78 11 3 505 

lヱ3bZ恥
(68 7) (71 2) (66 1) (68 5) (72 2) (75 0) (72 0) (73 6) (100) (42 9) (70 1) 

制計
標準全部原価計算 54 103 99 256 82 33 23 56 2 2 398 

(36 0) (74 1) (56 9) (55 3) (61 7) (58 9) (46 0) (52 8) (18 2) (28 6) (55 3) 

度内 実際直接原価計算 74 50 71 195 61 20 24 44 4 l 305 
(49 3) (36 0) (40 8) (42 1) (45 9) (35 7) (48 0) (41 5) (36 4) (14 3) (42 4) 

外 標準直接原価計算 42 68 68 178 50 23 18 41 2 276 
で (28 0) (48 9) (39 1) (38 4) (37 6) (41 1) (36 0) (38 7) (45 5) (28 6) (38 3) 
..伽ー・甲車・・ー・・・・ー・------
制度内・外で実施

、
707 
(98 2) 

原価計算を実施せず l 
(0 1) 

不明・無記入 12 
(1 7) 

全 体 150 139 174 463 133 56 50 106 11 7 720 
(100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) 
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制度としての原価計算タイプの口 y卜特性別の実施状況 (1) 

(%) 

100 

80 

0 
主際全部原価計算 標準全部開幅計事 実際直接回冊目tW 轄準直接原価計算

制度外の原価計算タイプのロ yト特性別の実施状況 (2)

(旬)
100 

801-一一一一一一 一一 一一一一一一一一一一 一一←一 一一一一一一

601-一一一一一一 一一一一一一{ 一一一一一一一一一一一一一一

40 

oL.L湿盈公:ょ
災際世部原価計草 標準士却原価計算 実際面接原価計jl: 標準直持原幅計草

口[全体)

囚不明鯉記入

国その地

図車種大量生産

回大型ロバ生産

邸中ロ yト生産

園小型ロバ生産

園出合生産

圏 I~品生産

口〔全体〕

回不明畢記入

邑その他

~甲種大量生産
凹大型ロバ生産

図中ロパ生産

園小型ロ γ州産

翻 i見合生産
圏単品生産

制度内・外の原価計算タイプの口 y卜特性別の実施状況 (3)

(%) 

。L.I註盆:出幽=王l..L..:盛田~
実際全部原価計草 器準全部原冊計11: 実際百報開価計事 器準置控原価計算

口[全体〕

図刑罰記入

国その他

図聞大量世産

回大型ロ yト生産

図中ロ γト生産

[zj小型ロ yト生産

回世合生産

E童相生産

95-
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制度としての原価計算タイプの口 y ト特性別の実施状況 (1) 

(旬)
100 

80 

O Z際全部原僻f算 標準全部原幅計算 実際直接原価計11. 標準直接原価計算

制度外の原価計算タイプのロ yト特性別の実施状況 (2)

(%) 

80 

60 

実際全部原価計算 標準全部開価計事 実際直接原価計算 器準抗措原冊計算

口{全体j

lIlID不明無記入

国その地

E2l大型肝ト生産

鴎中ロァト生産

圏小型ロ yト生産

口(全体)

凹不明鯉記入

国その他

園大型ロ yト生産

自 rpOlト生産
屋望小型ロ γト生産

制度内・外の原価計算タイプの口 y卜特性別の実施状況 (3)
{部)

O 
Z際世田原価計算 標準士部原価計算 実際直接原価1I草 器準i直接原1面計草

口(1:W) 
回不明需記入

国その他

図 k型ロ yト4産
眠中ロ y件直

園小型ロ yト生産

426 
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427 わが国の原価計算の現状と動向(3・完〉 -97-

図表43 原価計算タイフ。の市場的特性別の実施状況

よ戸ト〈511性 注文生産 その他 見込生産 不記明・無入 全 体

207 9 245 1 462 
実際全部原価計算 (63 3) (474) (66 0) (33 3) (64 2) 

メヱ与ミ
127 9 152 。 288 

計
標準全部原価計算 (38 8) (474) (41 0) (40 0) 

制l 66 3 69 。 138 
度
実際直接原価計算 (20 2) (58) (18 6) 09 2) 

内 49 4 57 l 111 
標準直接原価計算 (15 0) (21 1) cl5 4) (333) (154) 

で
....ー..ー._---------伺-------司".-------ー ----幽・ー・------・・...・-------...・-------ー明-----.晶岨..ー・ー，曲 ーー-ーー・-------

690 
告1 度 内 で 実 施 (95.8) 

12 3 28 。 43 
実際全部原価計算 ( 3 7) 05 8) ( 75) ( 6 0) 

~ 42 3 65 。 110 
言十
標準全部原価計算 (128) (15 8) (175) (15 3) 

告リ 80 1 86 。 167 
度
実際直接原価計算 (245) ( 5 3) (23 2) (23 2) 

外 69 4 92 。 165 
標準直接原価計算 (21 1) (21 1) (248) (22 9) 

で
.---.匹司・ F曹司'・・・・ー・ー・・ー-_.-.-----------ーー...ーーー・・』岨ー -ー・・・・・ーー・ー・・ー -・・・・・・・・ー・・ー----ーーーー司...ー ーーーーー曲・------

334 
告リ 度 外 で 実 施 (464) 

219 12 273 1 505 
実際全部原価計算 (670) (63 2) (73 6) (33 3) (70. 1) 

ぷ5ヱfbミh 169 12 217 。 398 
標準全部原価計算 (51 7) (63 2) (585) (55 3) 

制l
146 4 155 。 305 

度内 実際直接原価計算 (446) (211) (41 8) (42 4) . 
118 8 149 l 276 

外 標準直接原価計算 (36 1) (42 1) (402) (33 3) (38 3) 
で
ー--------------------------ー-_._-・・・ー -・哩帽-_._-ー...ーー-ー...・..晶画.ーー・ーー・--------・・----------- ...司...司_.-----

707 
制度内・外で実施 (98 2) 

l 
原価計算を実施せず ( 0 1) 

12 
不明・無記入 ( 1 7) 

327 19 371 3 720 
全 体 (100) (100) (100) (100) (100) 
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428 第3号第 61巻-98-

制度としての原価計算タイプの市場的特性別の実施状況(1 ) 

(%) 

口(全体〕

因不明無記入

園児込生産

国その他

圏注文生産

80 

!

i

i

1

:

1

1

 

j

i

l

i

l

i

-

-

;

 

標準直接原価計算実際直接原価計算標準全部原価計算実際全部原価計算

制度外の原価計算タイプの市場的特性別の実施状況 (2) 

(%) 

口(全体〕

因不明 t無記入

園児込生産

国その他

圏注文生産

80 

60 

40 

標準直按原価計'ti実際前接原価計算標準全部原価計1fi長際全部原価計算

。
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(%) 
100 

わが国の原価計算の現状と動向(3・完) -99ー

制度内・外の原価計算タイプの市場的特性別の実施状況 (3)

実際全部原価計算 標準全部原価計事 実際直接原{面計穿 標準直接原価計罫

図表44 原価計算形態

口{全体)

図不明無記入

国見込生産

由その他

圏荏文生産

く質問〉 費社で財務会計または経営管理のために適用される主要な原価計算の種類は、次の

いずれですか。該当項目にO印を付けて下さい。

単純総合原価計算 2 組別総合原価計算 3 個別原価計算

4 総合と個別の併用 5 等級別原価計算、連産品原価計算

6 その他(具体的に

個別 個別と総
総合原価計算

不明・
原価計算形態

原価計算 合の併用 組原別価総計合算 等連級産別品原原価価計計算算単価純計総算合防、小 計
その他
無記入
全体

集計会社数 151 122 256 50 91 397 29 21 720 
(21 0) 06 9) (35 6) ( 6 9) (12 6) (55 1) ( 4 0) ( 2 9) (100) 

」 一一
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図表45 個別・総合原価計算の品種特性別の実施状況

品詞尺竺 多生品種産 生中品種産 少生品種産 その他

個別原価計算 107 19 22 3 
(21 4) (19 6) (91) (50 0) 

個別と総合の併用 93 17 12 。
08 6) (17 5) 00 4) 

組別総合原価計算 189 34 30 2 

総
(379) (35 1) (26 1) (33 3) 

等連級産別品原原価価計計算算・ 23 9 17 1 
(4 6) ( 9 3) (14 8) (16 7) 

単純総合原価計算 46 15 30 。
( 92) (15 5) (26 1) 

計 258 58 77 3 
(51 7) (59 8) (670) (50 0) 

そ の 他 23 2 3 。
( 4 6) ( 2 1) ( 26) 

不明・無記入 18 l l 。
( 36) ( 1 0) ( 0 9) 

メロ斗 言十 499 97 115 6 
(100) (100) (100) (100) 

個別・総合原価計算の品種特性別の実施状況

(%) 
100 

80 

60 

40 

20 

t品種生産 中品種生産 世品種生産 その他 不明・無記入 〔全体〕

不記明・
無入 全体

。 151 
(21 0) 。 122 
(169) 

l 256 
(33 3) (35 6) 。 50 

( 6 9) 。 91 
(126) 

l 397 
(33 3) (55 1) 

1 29 
(33 3) ( 4 0) 

l 21 
(33 3) ( 2 9) 

3 720 
(100) (00) 

ロ不明"無Je入
図その他

日個別原価計算

図個別と総合的併用

盟副総合原価計算

国等級別・連産品原価計算

閥単純総合原価計算
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らであろう。

とはし、え，少品種生産においても，単純総合原価計算や等級別・連産品

原価計算は 40%強に限られ，残りは別の形態であるから，この傾向は緩や

かなものといえる。

② 生産量の大小との関連は図表46のようである。製品の量的なまとまりが

大きくなるにつれて，計算形態は一層はっきり変化しているようである。

少量生産→中量生産となると，個別原価計算の構成比が下がり，反対に

中でも組別総合原価計算が増えている。中量生産→大量生産になると，個

別原価計算や個別と総合の併用形態がさらに下がって，逆に単純総合原価

計算や等価係数による計算が増えている。全体的に原価計算の単純化の傾

向が明らかであるといえよう。生産量のまとまりは，製造活動に対する全

体的な変化と絡んでいるためか，計算形態の単純化傾向と比較的よく関連

しているようである。

③ ロットの大きさとの関連は図表 47でうかがうことができる。ロットの大

きさを小型ロット，中ロット，大型ログトの3つに集約する場合は，グラ

フ(2)のようである。小型ロット→中ロァト→大型ロットとロットが大型化

するにつれて，組別総合原価計算を挟んで，それより上の個別原価計算や

個別と総合の併用形態の構成比が下がり，それより下の単純総合原価計算

や等価係数による計算が増えている。概してロットの大型化は，計算形態

の簡素化に影響していることが明らかである。

ロットサイズをもう少し細分化して見ると，グラフ(1)のようであり，上

記の傾向を支えているのは，特に単品生産と単種大量生産であることがわ

かる。単品生産では個別原価計算が 50%を越え，単種大量生産では単純総

合原価計算と等価係数による計算が 58%であり，他のロットサイズの様相

とかなり違っている。それら両極のロットサイズに挟まれた中間のロット

では，計算形態の変化は比較的ゆるやかである。単品生産でも 26%強の総

合原価計算が行われ，単種大量生産でも 32%の組別総合原価計算が行われ

ているから，各生産方式と計算形態との関連を一元的に捉えることはでき
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図表46 個別・総合原価計算の生産量特性別の実施状況

両論史竺 少量生産 中量生産 大量生産 その他 不記明・
無入
全体

個別原価計算 102 29 17 3 。 151 
(32 7) 07 5) ( 7 8) 05 8) (21 0) 

個別と総合の併用 58 31 29 4 。 122 
08 6) (18 7) (13 4) (21 1) 06 9) 

組別総合原価計算 97 68 84 5 2 256 

総メ口込

(31 1) (41 0) (38 7) (263) (33 3) (35 6) 

等連級産B品Ij原原価価計計算算・ 3 8 31 l 2 50 

価原
( 2 6) ( 4 8) 04 3) ( 5 3) (33 3) ( 6 9) 

単純総合原価計算 23 17 46 4 l 91 
計算 ( 7 4) (10 2) (21 2) (21 1) (16 7) (12 6) 

計 128 93 161 10 5 397 
(41 0) (560) (74 2) (52 6) (83 3) (55 1) 

そ の 他 16 5 6 2 。 29 
( 5 1) ( 3 0) ( 2 8) (10 5) ( 4 0) 

不明・無記入 8 8 4 。 1 21 
( 2 6) ( 4 8) ( 1 8) (16 7) ( 2 9) 

メ口〉、 5十 312 166 217 19 6 720 
(00) (100) (100) (00) (00) (00) 

個別・総合原価計算の生産量特性別の実施状況

中量生産 大量生産 その他 不明。無記入 〔全体〕

口不明・無記入

図その他

口側'1原価計算
図醐'1と総合的併用
図組別総合原価計算

自等級別法産品原価J↑草
堅調~\純総合原価計算
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図表47 個別・総合原価計算のロット特性別の実施状況

剛¥¥ー総子細p ，計算附¥ 

小型ログト生産
中ロ yト

大型ロ yr生産
不明・

単生 品産混生 産合よ]¥l:l y主小 H生産2ロッ占if自小計 その他 無記入 全体

個別原価計算 76 14 36 126 16 4 7 。 151 
(50 7) 00 1) (20 7) (27 2) (12 0) ( 7 1) ( 6 0) ( 6 6) (28 6) (21 0) 

個別と総合の併用 28 32 28 88 22 8 2 122 
(18 7) (23 0) (16 1) 09 0) (16 5) 04 3) ( 2 0) ( 8 5) (91) (28 6) (16 9) 

組別総合原価計算 23 58 77 158 52 27 16 43 2 l 256 

総ぷh

cl5 3) (41 7) (44 3) (34 1) (39 1) (48 2) (32 0) (40 6) (18 2) (14 3) (35 6) 

等産級品別原原価価計資計・連算 4 11 4 19 14 18 4 。 50 
価原算

( 2 7) ( 7 9) ( 2 3) ( 4 1) ( 6 8) ( 7 1) (28 0) cl7 0) (36 4) ( 6 9) 

単純総合原価計算 13 12 18 43 20 10 15 25 l 91 
(8 7) ( 8 6) (10 3) ( 9 3) (15 0) cl7 9) (30 0) (23 6) (18 2) (14 3) (12 6) 

40 81 99 220 81 41 45 86 8 2 397 
(26 7) (58 3) (56 9) (47 5) (60 9) (73 2) (90 0) (81 1) (72 7) (28 6) (55 1) 

そ の 他 2 7 9 18 2 。 29 
( 1 3) ( 5 0) ( 5 2) ( 3 9) ( 4 5) ( 3 6) ( 2 0) ( 2 8) (18 2) ( 4 0) 

不明・無記 λ 4 5 2 11 8 。 l l 21 
( 2 7) ( 3 6) ( 1 1) ( 2 4) ( 6 0) ( 1 8) ( 0 9) (14 3) ( 2 9) 

lロh 計 150 139 174 463 133 56 50 106 11 7 720 
(100) (100) ClOO) (100) ClOO) (00) (100) (00) (00) (100) ClOO) 

個別・総合原価計算のロット特性別の実施状況(1)

(%) 

単品生産混合生産小型ロ yト中ロ yト大型ロ yト単種大量その他不明無記入〔全体〕
生産 生産 生産 生産

口不明無記入

図その他

臼個別原価計算

図個別と総合の併用

図組別総合原価計算

国等級別連産品原価
計算

額欄総合原価J↑草
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(%) 
100 

80 

60 

40 

20 

。

第61巻第3号

個別・総合原価計算のロット特性別の実施状況(2 ) 

小型ロ yト 中ロパ 大型ロ yト その他 不明。無記入 〔全体〕
生産 生産 生産

口不明刷新E入

園その他

ロ個目限価計算

図個別と総合的併用

国組別総合原価計算

国等級別連産品原価抑

圏単純総合原価計事

ないが，傾向的にはロットサイズとの関係は比較的明瞭である。

434 

以上のように，品種，生産量，ロットの原価計算形態に対する影響をうかがっ

たところでは，特定の生産方式に固有の形態があるというほど明白な関係では

ないが，いずれの生産方式に対しても間接的な影響があるといえそうである。

つまり，傾向的には製品の生産活動の細分化の程度が少なくなるほど，換言す

ると品種的には種類が限られ，生産量が量的にまとまり， ロットが大きくなる

ほど，総合原価計算化，計算形態の単純化の相対的な影響が比較的はっきりし

ている。どちらかといえば品種の多様化より，各品種の生産量やロットなどの

量的なまとまりが，一層影響しているようである。

なお，生産方式と個別・総合原価計算との係わりは，伝統的には生産方式の

市場的特性との係わりで説明されることが多かったが，実際にはその関係はど

うであろうか。図表48を見ると，個別原価計算は注文生産において 33%，見込

生産において 11%強あるに過ぎない。総合原価計算は注文生産において 41%

強，見込生産において 66%強であり，相対的には，見込生産の方が総合原価計

算化しているといえるが，見込生産に固有の形態であるとまではいえず，注文

生産でもかなり行われている。市場的特性と計算形態との関係も相対的であり，
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図表48 個別・総合原価計算の市場的特性別の実施状況

よ孟高子J竺?注文生産 その他 見込生産 その他 全 体

108 。 43 。 151 
個別原価計算 (33 0) (11 6) (21 0) 

67 4 51 。 122 
個別と総合の併用 (20 5) (21 1) (13 8) (16 9) 

組別総合原価計算 98 9 148 1 256 
(30 0) (474) (39..9) (333) (35 6) 

総
等級別原価計算・連産品原価 11 1 38 。 50 ぷ斗

CI 

( 3 4) ( 5 3) 00 2) ( 6 9) 
原価計
計算

単純総合原価計算
27 3 60 1 91 
( 8 3) (158) (162) (333) (12 6) 

算

136 13 246 2 397 5十 (41 6) (684) (66.3) (66 7) (55町1)

9 l 19 。 29 
その他 ( 28) ( 5 3) ( 5 1) ( 4 0) 

7 1 12 l 21 
不明・無記入 ( 2 1) ( 5 3) ( 32) (333) ( 2 9) 

327 19 371 3 720 l口h 計 (100) (100) (100) (100) (100) 

個別・総合原価計算の市場的特性別の実施状況

(%) 
100 

80 

60 

40 

20 

。
注文生産 その他 見込生産 その他 〔全体〕

口不明t無記入

図その他

日個別原価計事

図個別と総合の併用

図組別総合原価計算

圏等級別・速度品原価計算

圏単純総合原価計算
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品種，生産量， ロットとの関係より一層明白であるともいえないであろう。

以上のようにして，それほどストレートな関係ではないにしても，品種，生

産量，ロットと原価計算形態とが割合はっきりした相対的関係にあるとすれば，

最近の顕著な生産動向として指摘される生産活動の多品種化，小ロット化など

の傾向は，原価計算形態に対しても影響を与えているであろうか。

それをうかがうために原価計算形態についてこれまでなされた調査(9)を参

照しても，必ずしも詳細な経緯は分からないようであるが，個別原価計算と総

合原価計算の大まかな経過についてはある程度推察することができる。図表49

において昭和 34年からなされたこれまでの調査データに，われわれの集計数を

連動させて見たが， ここから全体の傾向をどのように読取ることができるであ

ろうか。年度によって，質問形式や選択肢，母集団，集計会社数などの違いが

あって，微妙な動きを推測することまでは差控えたいが，概して昭和40年代ま

では全体的に個別原価計算化の方向で事態が進行していたかに見えるが，その

後の変化はあまりうかがえないようである。昭和 50年代は，個別と総合の併用

形態が下がり気味で，その分総合原価計算がやや増えているが，個別原価計算

はこの 10年間だいたい横這いに推移しているのではないか。昭和 57-61年に

限っていえば，総合原価計算において，組別原価計算の普及率が下がり，等価

係数による計算がし、くらか増えるようでもあるが，果たしてそれが最近の傾向

とまでいえるのかどうかは定かでない。

これらの事態を総合すれば，この 10年間程の生産方式の変化に対して原価計

算はどのように適応してきたといえるであろうか。現状の分析では，原価計算

形態は品種，生産量， ロットの違いで見た生産方式に対して相対的な傾向を示

していたが，時系列的には，生産活動の細分化の動向がうかがわれるにもかか

(9) ここでは，拙稿『昭和50年以降の直接原価計算の実施状況.Jr香川大学経済論叢」第56
巻第1号，昭和58年6月.393ベージに引用した昭和53年までのデータ，田中嘉穂，井
上信一『生産方式と原価計算一昭和57年の実態分析一』前掲誌，第57巻第 l号，昭和59
年6月.99ベージに引用した昭和57年のデータ，および日本大学会計学研究所原価計算
研究会「経営原価計算に関する調査j W会計学研究.JNo. 3.昭和63年にある昭和60年の
データに，今回の調査データを追加した。
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図表49 ま製品の原価計算形態

ぐ質問〉 貴社における原価計算の形態は次の何れですか。(主製品につして〉

(1) 個別原価計算

(2) 総合原価計算
(3) 個別と総合の併用

年 度(昭和〉 34 35 38 39 40 41 42 43 

イ悶 Eリ原価計算 26 22 66 73 71 65 80 53 
(14 3) (13 7) (16 1) (20 7) (20 5) (18.8) 07 9) 08 2) 

個別と総合の併用 25 25 83 67 67 n 105 80 
03 7) 05 7) (202) 09 0) (19 4) (22 3) (23 6) (27 4) 

総合原価計算 130 113 254 204 196 192 252 157 
(71 4) (70 6) (62 0) (57 8) ぐ566) (55 7) (56 5) (53 8) 

組zjl脆合原価計算

等品級原7.i1価j・計連産算

単和協稔合原価言ード算

そ の 他

該 当 t.I; L 1 7 
( 0.5) く1.7)

不明・無記入 9 12 11 9 2 
く2.5) く3.5) ( 3.2) く2.0) ( 0.6) 

ノE弘I 言f 182 160 410 353 346 345 446 292 
(100) (00) (100) (100) (100) く100) (00) (100) 

集計会社数 // /ノ // // 必， ，ろy 〆〆 // 

年 度(昭和〉 44 45 46 49 53 57 60 61 

個別原価計算 63 67 74 51 51 142 48 151 
06 8) (21 2) く223) (23 0) (34 9) (23 4) (17 3) く210) 

個別と総合の併用 89 73 69 62 85 47 122 
(237) (23.1) (20 8) (27 9) (14 0) 07 0) く169) 

総合原価計算
217 169 182 107 96 355 192 397 
(57 9) (53 5) (54 8) (48 2) (658) く584) (69 3) (55 1) 

組別総合除価討筑 261 109 256 
(42 9) く394) く356) 

等品級原別価・計連産算 18 34 50 
( 3 0) (12 3) ( 6 9) 

単~~l餅総合原価言 1鉾 76 49 91 
02 5) (17 7) (12 6) 

そ の 他 9 8 29 
( 62) ( 2“9) ( 4 0) 

該 き当 な し

不明・無記入
6 7 7 2 。 26 21 

( 1.6) ( 2.2) ( 2.1) ( 0.9) ( 4.3) ( 2.9) 

ノE会¥" 言十 375 316 332 222 156 608 295 720 
(100) (00) (100) (100) (106 8) (100) 006 5) (100) 

集計会社数
// λ〆 // ノノ 146 // 277 // 

(100) (100) 

注 1 昭和35，39年の質問では，主製品に限らず一般的に尋ねている。
2 昭和57，60， 61年ではやや詳細な集計になっているが，各年度の選択肢は若干異
なってし、る。参考までに，各年度の選択肢は以下のようである。

昭和57年:(a)単純総合原価計算 (b)組別総合原価計算 (c)個別原価計算
昭和60年:1個別原価計算 2総合原価計算 制単純総合原価計算 (ロ)組別総

合原価計算 け等級別総合原価計算 3個別原価計算と総合原価計
算の併用 4 その他

昭和61年 1単純総合原価計算 2組別総合原価計算 3個別原価計算 4総
合と個別の併用 5等級別原価計算，連産品原価言十筑 6その他

3 昭和60年の集計数は， 日本大学会計学研究所「原価計算研究会」による昭和60年
の調査に依拠するが，母集団には非製造業が含まれるので，非製造業を除し、て製造

業だけの集計数を上に掲載した。
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主製品の原価計算形態

総合原価計事

34 35 38 39 40 41 42 43 44 45 46 49 53 57 60 61 

(昭和~年)

わらず，昭和40年代に続いて個別原価計算化が進展するという動きは見られな

い。おそらく昭和 50年代以降，生産方式は，市場からの要請や同業他社との競

争に応じて製造活動を一段と細分化させる方向で進み，市場の流動的な常態に

柔軟に応ずる適応力を具えた(10)と思われるにもかかわらず，原価計算形態のそ

れに対応する動きは顕在化していないようである。最近の多品種・小ロット生

産化の動向は，例えば少なくとも個別原価計算化を促すような類のものではな

くて，計算形態の違いの中に紛れ込んでしまうような微妙な変化にとどまって

いるのか，あるいは¥，、くらか示唆されるように，等価係数の利用が促され，

総合原価計算の中の形態がいくらか変化するといった程度なのか，それとも最

近の生産方式の原価計算形態、への影響はいまだ顕在化するほどではないといえ

るのであろうか。

少なくとも，現状においてうかがった生産方式と原価計算形態との相対的な

関係は，最近の生産動向の反映ではなくて，実は昭和40年代以前から存在して

いた旧来の関係が反映したものであって，それが今日も継続していたに過ぎな

(10) 詳細は，三浦和夫，田中嘉穂，井上信一，前掲稿， 4 -21ページを参照していただきた
し、。
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いと見ざるをえないようである。今のところは，最近の生産方式の目覚しい変

化は，事実としては原価計算形態に対して中立的であるといわざるをえなL、。

10 むすび一一現状における課題

以上われわれは，主に昭和61年の調査をもとに，できるだけ関連する時系列

データも参照しながら，わが国の原価計算の実情およびそれを巡る事態の意味

を推察しようとした。原価計算に対する社会調査そのものがまだ経験を積上げ

たジャンルとはし、し、がたいだけに，過去の調査を含めても分析はかなり手触り

の粗いものになった。クロス集計の多用を試みたにもかかわらず，分析からえ

られる印象は粗っぽいものとならざるをえなかった。

しかし，現時点においていくつかの点は指摘できるであろう。

現状において，概括的に見た各社の原価計算制度は，実際全部原価計算，標

準全部原価計算，実際直接原価計算，標準直接原価計算のいずれかのタイプに

よる「制度単一型」を実行ノミターンとしていることが比較的多い(6割弱)が，

制度においても，異なるタイプを併用することも少なくなく(約35割)大半

は二つまでを併用している。そこでのタイプの組合せは会社間でかなり多様で，

しかも， 20-30年の時間スケールでは， 50年代以降，制度外も含めた標準原価

計算や直接原価計算の普及率はほぼ頭打ちであるが，全般的な制度は，続いて

標準原価計算化，直接原価計算化へと緩やかな多様化が進んでいるようである。

原価情報を与える体制は，短期にはあまり動揺しないようである。総じて原価

計算は，制度外も含め各社で平均二つのタイプを組合せる多様化の様相にある。

かかる現状の原価計算と各会社内の情報環境との係わりはどうであろうか。

われわれは原価情報の利用目的，業種，経営規模，生産方式といった内部の環

境要因と原価計算との係わりを見た。

利用目的として原価管理，予算管理，価格決定，財務諸表の作成，その他を

挙げたが，原価管理，財務諸表の作成にややウエイトをおきながら，平均的に

は3-4の目的へ広く適用されるのが全体の概況である。実施態様別に見ると，

計算制度は平均三つ前後の目的に，また制度外の計算を行う時には，おそらく

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



110- 第 61巻第3号 440 

別の経常的目的への補強，価格決定などやや定常的でない目的への利用などを

考慮、しながら，平均二つ前後の経営管理的目的に使われている。

原価計算の種類別には，種類によって各種目的へのウエイトがし、くらずれる

とし、う事情を含んで，結局，原価管理への原価計算の各タイプの適用率はほと

んど差がなく (60%強)，予算編成，価格決定へは標準(全部，直接)原価計算

の適用率が50%台，実際(全部，直接〕原価計算の適用率 30%台の違いがあり，

また財務諸表作成へは適用率にかなり差があり，実際全部原価計算(90%未満)，

標準全部原価計算 (50%未満)，実際直接原価計算 (20%強)，標準直接原価計

算(10%強)のJI債で適合的とされている(図表 18)。

総じて，包括的な目的について見ると，特定の目的に特化しうるほどの形態

はなく，管理者の要請は，まず既存の実施態様とタイプによる計算を調整して

満たそうとされるが，同時に， 目的への要請の強さ， 目的適合性の程度などを

勘案しながら，適用形式の切替えや，別の態様やタイプによる計算の併用など

が少なからず考慮、されるのであろう。

業種，経営規模，生産方式などで見た事業活動との係わりはどうであろうか。

そのうち経営規模の影響は，全般的であるが直接的なものとは思われない。事

業活動のより明瞭な影響は，業種や生産方式の原価計算形態に対するものであ

る。業種的には化学的進行生産，機械的進行生産，組立生産のJI債で，単純総合

原価計算から次第に個別原価計算化へと複雑化する傾向が見られる。また生産

方式的には，品種，生産量， ロットが細かく設定される生産方式ほど計算的に

も複雑な形態が用いられる相対的な傾向がある。業種，生産方式いずれの影響

も，おそらく生産活動の細分化という同じ事態の影響であると思われる。この

影響はかなりはっきりしているが，特定の生産方式に固有の計算形態があると

いうほどではなく，適用形式に関する実施上の判断がなされるようである。ま

た，原価計算の実施形態やタイプへの全般的な影響はないであろう。

結局，事業活動が原価計算形式に与える影響は，生産方式の細分化の影響が

最も顕著であるが，この影響も，時系列的データで見ると，特に最近そのよう

な傾向が生じたというのではなくて，当初からの基本的な関連と思われる。
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